
TICAD8 結果概要

＜環境関連部分の議題＞
• 全体会合（経済）において、脱炭素への構造転換を

見据えた「アフリカ・グリーン成⾧イニシアティブ」を発表。
官民あわせて40億ドルのグリーン投資を表明。

• 「JCMパートナー国拡大」「ACCPを通じた廃棄物管理
による公衆衛生改善」を同イニシアティブに位置付け。

• 閉会式でTICAD8チュニス宣言を採択
• 同宣言において、グリーン成⾧イニシアティブの他、

「2022年11月のエジプトでのCOP27及びその後に向
けてのJCMの活用」や廃棄物管理について記述

第８回アフリカ開発会議（TICAD8）

• 開催日:2022年７月27日（土）、28日（日）

• 開催地:チュニジア（チュニス）

• 出席者:日本、アフリカ諸国（48カ国から20名の首脳級
が参加）、AU議連、国際機関、民間企業etc

• 岸田総理大臣はオンラインで参加。

林外務大臣（総理特使）がサイード・チュニジア大統領
及びサル・セネガル大統領（AU議⾧）とともに対面参加

• 「経済」「社会」「平和と安定」の３つの全体会合（非公
開）及びビジネスフォーラム（公開）を開催。

岸田総理による挨拶（オンライン） 開会式の様子

TICAD８に関連した環境省関係の取組
１．二国間クレジット制度（JCM）： アフリカ地域の脱炭素移行を支援するとともにアフリカに進出意向を有する日本企業をバックアップ
・新規パートナー国の拡大（8月25日にセネガル、26日にチュニジアとJCM構築に関する協力覚書に署名）及び公式サイドイベントの実施

公式サイドイベント 主催者 日程

気候変動及び持続的開発における民間セクターの役割 チュニジア環境省他 8月26日 ・JCMを通じたグリーン投資の促進を発表

アフリカでの二国間クレジット制度の活用に関するウェビナー 環境省 9月15日(予定) ・先進的な脱炭素・低炭素技術の普及を促進

２．アフリカのきれいな街プラットフォーム（ＡＣＣＰ）：廃棄物管理を通じた公衆衛生の改善
・JICA、横浜市、UNEP、UN-HABITATと共同で、第３回全体会合をオンライン開催（7月25日～29日）。アフリカ48カ国より延べ566名が参加。
・2019年の第２回全体会合で採択した横浜行動指針に、脱炭素移行に向けた福岡方式の普及、プラスチック廃棄物・医療系廃棄物・E-
wasteの削減、適正処理や資源循環の推進を追加した「チュニス行動指針」を採択。
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アフリカ・グリーン成⾧イニシアティブ

環境省の取組

 TICAD VIのフォローアップの一環として、環境省とJICA
等が中心となって2017年４月に設立。

 SDGsの目標年である2030年における「きれいな街と
健康な暮らし」の実現を目指す。

 第３回全体会合（7/25～29）を開催し、「チュニス
行動指針」を採択

モザンビーク最終処分場における福岡方式による改善事例

 メンバー(2022年８月時点)

・人材育成、知見の共有（訪日研修等約150名）
・現地における成功事例の創出
・JICA等を通じたODA事業展開（12ヵ国19件※）
・廃棄物管理のデータ整備支援

 アフリカに多くの拠点を持つ国連工業開発機関
（UNIDO）にUNIDO-JCM基金を設立。
 優れた脱炭素技術の導入支援
 アフリカにおけるJCM事業を支援 活動内容

アフリカのきれいな街プラットフォーム(ACCP) 二国間クレジット制度（JCM）を通じた脱炭素移行支援

 パリ協定6条（市場メカニズム）のルール合意を踏ま
え、JCMをより一層、積極的に活用。

 2030年までの累積で１億ｔ-CO2程度の国際的な排
出削減・吸収量を目指す。

 2025年を目処として、JCMのパートナー国を世界全体
で30か国程度へ拡大。

オーナーシップと共創 機動的な資金動員/多様なパートナーとの連携

・アフリカ42カ国・110都市
・環境省、JICA、横浜市

国連環境計画（UNEP）
国連人間居住計画（UN-Habitat）

※実施中又は予定されている事業数

 ケニアで新たなJCM設備補助事業（太陽光発電）を
採択（2022年度）
 食品加工施設への3.1MW屋根置き太陽光発

電システム導入
 養鶏場・食肉加工施設・バッテリー工場への

2.3MW屋根置き太陽光発電システム導入

 アフリカにおけるJCM取組状況



アフリカとの二国間クレジット制度（JCM）協力覚書の新規署名について

●我が国のNDCの達成に活用するため、官民連携で2030年までの累積で１億ｔ-CO2程度
の国際的な排出削減・吸収量を目指す。(地球温暖化対策計画（2021年10月閣議決
定）)

●2021年11月のCOP26においてパリ協定6条（市場メカニズム）のルールが合意されたことを
踏まえ、JCMをより一層、積極的に活用していく。

●このため、2025年をめどとして、JCMのパートナー国を世界全体で30か国程度へ拡大すること
を目指し、関係国との協議を加速する。（新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画・
フォローアップ（2022年6月閣議決定））

●8月25日、セネガルとのJCM構築に関する協力覚書に署名。（於ダガール（セネガル））
署名者は伊澤修駐セネガル大使とサル・アブドゥ・カリム環境・持続可能な開発大臣。

●８月26日、チュニジアとのJCM構築に関する協力覚書に署名。（於チュニス（チュニジア））
署名者は林芳正外務大臣とオスマン・ジェランティ外務・移民・在外チュニジア人大臣。

 途上国等への優れた脱炭素技術、製品、システム、サービス、インフラ等の普及や対策実施
を通じ、実現した温室効果ガス排出削減・吸収への我が国の貢献を定量的に評価するとと
もに、我が国のNDCの達成に活用する。

 これまで17か国と二国間文書について署名をしており、200件以上の温室効果ガス排出削
減・吸収プロジェクトを実施中。

※モンゴル、バングラデシュ、エチオピア、ケニア、モルディブ、ベトナム、ラオス、インドネシア、コスタリカ、パラオ、カンボジア、メキ
シコ、サウジアラビア、チリ、ミャンマー、タイ、フィリピン

３．今回の新規署名国 ⇒21か国に拡大

２．今後の目標

１．JCM概要



アフリカでのJCMの活用に関するウェビナー
開催日:2022年９月15日（木）午後5:00-午後6:30（日本時間）
会場:Zoom ※事前登録が必要です。
主催:日本国環境省
事務局:パシフィックコンサルタンツ株式会社
開催言語:英語
URL: http://carbon-markets.env.go.jp/column/event_report/11711/

このウェビナーはTICAD8の公式サイドイベントです。



アフリカのきれいな街プラットフォーム（ACCP）
 アフリカのきれいな街プラットフォーム（ACCP）は、TICAD VIのフォローアップの一環として、都市廃棄

物に関するアフリカ各国の知見・経験の共有、人材・組織の能力向上等により、官民の投資を促進し、
持続可能な開発目標（SDGs）の達成に貢献するため、環境省とJICA等が中心となって2017年４
月に設立。

 プラットフォームの枠組みの下、廃棄物に関する知見やデータの収集・整備や、我が国の廃棄物管理
制度や技術に関する研修等の活動を実施。 SDGsの目標年である2030年に「きれいな街と健康な
暮らし」がアフリカで実現することを目指す。

・アフリカ42カ国
・アフリカ110都市
・環境省、JICA、横浜市

国連環境計画（UNEP）
国連人間居住計画（UN-Habitat）

■人材育成
～訪日研修 ２回（英、仏語圏）/年 （7回開催118名）
～スタディーツアー（エチオピア・アディスアベバ）（約30人）

■現地における成功事例の創出
～調査・パイロットプロジェクトの推進

■知見・経験の共有
2017年４月 設立準備会合（モザンビーク・マプト）
2018年６月 第１回全体会合（モロッコ・ラバト）
2019年８月 第２回全体会合（日本・横浜）
2022年７月 第３回全体会合（オンライン）

■SDG11.6.1等に関するデータ収集及び
モニタリングの方法論の開発

ACCP第２回全体会合
（日本・横浜）

メンバー(2022年８月時点) 活動内容

MORE INFORMATION
African Clean Cities Platform
http://africancleancities.org/



アフリカのきれいな街プラットフォーム（ACCP）第３回全体会合

 環境省、JICA、横浜市、国連環境計画（UNEP）、国際連合人間居住計画（UN-HABITAT）は、
TICAD8のパートナー事業として「アフリカのきれいな街プラットフォーム（ACCP）第3回全体会合」
を7月25日～29日にオンラインで開催。

 会合には48ヶ国、延べ566名が参加。我が国からは、オープニングセッションで山口大臣が挨拶。

 本会合議論の成果文書として、最終日にTICAD９までの今後3年間の活動方向性を示す「チュニ
ス行動指針」を採択。

チュニス行動指針 要旨

ACCP第2回全体会合（2019年 横浜開催）で採択した「横浜行動指針」の更なる推進に加え、以下の活動を
展開する：
・脱炭素移行に向けた、最終処分場の適正管理「福岡方式」の普及
・プラスチック廃棄物・医療系廃棄物・E-wasteの削減、適正処理や資源循環の推進

プログラム概要

1日目 開会、基調講演、過去3年間の進捗の共有
2日目 ○アフリカ廃棄物管理の課題へのACCPのアプローチ

○オープンダンプから適正管理へ
3日目 ○知識の共有・能力開発 パネル討議 （知識のギャップ）
4日目 ○日本とアフリカの廃棄物イノベーション

○パネル討議 （きれいな街に必要なソリューション）
5日目 ACCP準会員の紹介 チュニス行動指針の採択 閉会 閉幕時の全体写真



福岡方式を用いたモザンビーク・マプト市のウレネ処分場改善事業

 モザンビークのマプト市（首都）の最終処分場において、2018年２月16日、大雨の影響により崩落事
故が発生し、17名が死亡。2019年２月に締結した都市廃棄物分野における協力覚書に基づき、福岡
方式（廃棄物処分場の準好気性埋立方式）の適用を含むウレネ最終処分場の安全閉鎖に向けたプ
ロジェクトを実施。

 本プロジェクトは「アフリカのきれいな街プラットフォーム（ACCP）」のモデルプロジェクトとして位置づけ
られており、その成果をアフリカ各国と共有していく方針。

 処分場改善を通じて、メタン排出削減や都市衛生環境の改善、地域雇用の創出に貢献する。

• 本工事は、無償資金援助（1.7億円）を適
用。2019年11月に起工し、2020年８月
末にフェーズ１の工事完了。

• 2020年12月に無償資金援助（ウレネ処分
場の安全閉鎖にむけた重機の供与）のＥ/
Ｎ締結。重機はマプト市に搬入され、2022
年7月22日に供与式典実施。

１）マプト市役所は、プロジェクトの実施や処分場の日常的・
適切な維持管理を実施。

２）モザンビーク土地・環境・農村開発省は、見返り資金の
プロポーザル提出やプロジェクトを監督。

３）日本国環境省は、プロジェクトの技術支援として施工
計画策定や施工管理の支援を実施。

ウレネ処分場の全景 処分場の様子（２０１９年６月）

プロジェクトの役割分担 工事の進捗

工事完了（全景）（2020年8月）



JICAを通じたODA事業展開

 ACCPの活動の一環として、関連する廃棄物・下水道管理に係るプロジェクトをACCP加盟各国にて展開
中。今後、活動成果や教訓をACCPのネットワークを通じて共有することにより、相互学習を図る。（12カ
国18件）

アフリカ地域（広域）
きれいな街のための中核
人材育成コース（⾧期
研修）

実施中

採択済/準備中

Egypt

Ethiopia
Côte
d'Ivoire

Kenya

Nigeria

South Africa

South Sudan

Sudan

Zambia

コートジボワール:大アビ
ジャン圏における持続可能
な廃棄物管理の計画策定
及び改善プロジェクト（開
調）

チュニジア:
・ガベス県高度下水処理
施設整備計画（無償・準
備調査）
・アフリカの都市のための廃
棄物管理と都市衛生（第
三国研修）

ナイジェリア:医療廃棄物管
理能力向上（専門家）

ザンビア:ルサカ市きれいな街プロジェクト
（技協）

南アフリカ:脱炭素社会に向けた炭酸塩化を
利用したカーボンリサイクルシステムの開発
（SATREPS)

マダガスカル:
・アンタナナリボ廃棄物管理体制強化
プロジェクト（技協）
・アンタナナリボ市きれいな街の
ための廃棄物管理機材改善計画（無償）

モザンビーク:マプト大都市圏
統合的廃棄物管理能力向上
プロジェクト（技協）

ケニア:廃棄物管理改善アド
バイザー（専門家）南スーダン:

・ジュバ市きれいな街プロジェクト（技協）
・ジュバ廃棄物管理改善計画（無償）

エチオピア:
・「福岡方式」導入を通じた廃棄物管理改
善 （研修）
・アディスアベバ市廃棄物管理アドバイザー
（専門家）
・下水道管理マスタープラン改定を通じたア
ディスアベバ上下水管理能力向上プロジェ
クト（開調）

スーダン:
・スーダンのきれいな街のための廃棄物管理機材改善計画（無
償）
・スーダンのきれいな街プロジェクト（技協）

エジプト:南シナイ県プラスチック廃棄物管理バリューチェー
ン改善プロジェクト（技協）廃棄物・下水道分野の協力案件

（2022年7月時点）


